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秘密特許 軍事転⽤可能な技術は特許出願しても公開されるべきではないと 
 
多くの国が秘密特許という制度を持っているとの記事である。この秘密特許とは何か？ 
記事によると軍事転⽤が可能な技術と⾔うことになっていて、出願特許を参考に、他国が軍
事利⽤等を進めれば問題とのことである。確かにそうである。 
 

 
軍事利⽤可能な技術と⾔えば、かなり広範囲にわたる。何が秘密特許に属し、何が属さない
のか？ その定義も⼤変である。記事に紹介されているのはウラン濃縮技術であり、確かに
これは原⼦爆弾の製造へとつながる。⽇本の特許庁のサイトで、ウラン濃縮に関する出願を
調べてみると、昭和 47 年より 50 件強の特許出願がなされているが、確かに⽇本企業の出
願のオンパレードである。 
 



⽶国で出願された秘密特許は理屈上は他国に出願されることはないだろう。⽶国は決まり
を厳格に作り、運⽤する国である。そんな⽶国は、いずれは⽇本にも秘密特許制度の導⼊を
求める時が来るものと考えるのが⾃然である。 
 
秘密特許制度に関する記事があったので、その要点を以下に引⽤した。 
 
 
間違いだらけの⽇の丸特許戦略 「技術安全保障」を早急に確⽴せよ 
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安全保障を侵す技術を守る⾮公開特許 
⽟井：国として技術を管理し、諸外国への流出を防⽌する⽬的の法律です。例えば、重要技
術に指定された技術に関する情報にはセキュリティー・クリアランス制度によって適格性
保証を得た⼈だけがアクセスできると定める。重要技術の情報は、⼀定以上のセキュリティ
ー機能を持つサーバーに保存することを義務付ける。⽶国はもちろん、ドイツ、中国、韓国
などが既に運⽤しています。 
 
⾮公開特許とはどのような制度ですか。 
 
⽟井：⽶国では次のように運⽤しています。まず、特許庁が受け付けた特許出願すべてをチ
ェックし、国の安全保障を維持する観点から公開が不適切と思われる案件があれば、国防総
省やエネルギー省に回す。担当省庁が公開不適切と判断すると、特許庁は出願を⾮公開とし
ます。出願企業はこの技術を発表することも許されません。 
 
 ⼀⽅、特許庁はこの出願の審査を進めます。特許に値すると認めた場合は、出願者に通知
し、補償⾦を⽀払います。特許になっていればライセンス料収⼊などが⾒込めるわけですか
ら、それを補填する意味合いです。 
発明を公開できないとなると、技術者からの強い反発が予想されます。 
 
⽟井：おっしゃるとおりです。私も、このような制度を導⼊しないで済むなら、それに越し
たことはないと思います。しかし、それを許さない状況になることも、覚悟せねばならない。
せめてドイツくらいの仕組みを整えておかないと、⽇本企業が先⽇のファーウェイや ZTE
みたいな扱いをされかねない。⽶中新冷戦はどこまで進むかわからない。少なくとも準備は
要る。私たちは、そういう危機感を持っています。 
 


